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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　操縦可能器具（500）用の機械的伝動システムMTS（100）であって、操縦可能器具（500
）は、シャフト領域（532）と、全方向に動くことが可能な可撓性基端部BPP（534）と、
全方向に動くことが可能で可撓性基端部BPP（534）の動きに応じて動く可撓性先端部BDP
（530）とを備え、機械的伝動システムMTS（100）は、各々が基端（20）と先端（40）を
有し架空チューブ（120）の周りに縦方向に配列された複数の縦部材LM（110）を備え、か
つ、シャフト領域（532）と、可撓性基端部BPP（534）と、可撓性先端部BDP（530）にそ
れぞれ対応する伝動シャフト領域TSR（132）と、伝動可撓性基端部TBPP（134）と、伝動
可撓性先端部TBDP（130）とを有し、各縦部材LM（110）の平面断面（114）が異方性断面
二次モーメントを示し、縦部材LM（110）は各々が伝動可撓性先端部TBDP（130）又は伝動
シャフト領域TSR（132）に沿って1つ以上の拘束点で縦部材LM（110）自体の軸を中心とす
る回転が制限され、縦部材LM（110）は各々分離した拘束点に対して縦方向に摺動可能で
あり、
機械的伝導システムMTS(100)は前記複数の縦部材LM（110）の各々を拘束点で縦部材LM（1
10）自体の軸を中心とする回転を制限する構成を有する1つ以上の縦部材ガイド（300，30
5，350）をさらに備え、伝動可撓性先端部TBDP（130）又は伝動可撓性基端部TBPP（134）
の縦部材ガイド（300）は、関節式につながれた複数の縦部材ガイド（305, 305'305"）で
あり、伝導シャフト領域TSR（132）の縦部材ガイド（300）は、縦に固定された複数の縦
部材ガイド（350, 350', 350"）であって伝動可撓性先端部TBDP（130）又は伝動可撓性基
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端部TBPP（134）の可撓性に比べて伝導シャフト領域TSR（132）の可撓性を低減させ、
機械的伝動システムMTS（100）は、可撓性先端部BDP（530）の先端が可撓性基端部BPP（5
34）の補足的な回転によって湾曲位置において前記先端自体の軸を中心とする回転が可能
である機械的伝動システムMTS（100）。
【請求項２】
　伝動シャフト領域TSR（132）に沿って設けられた少なくとも1つの拘束点が、伝動シャ
フト領域TSR（132）の先端の半分に、または、伝動シャフト領域TSR（132）の先端におい
て伝動シャフト領域TSR（132）の全長の10％に設けられ、伝動シャフト領域TSR（132）に
沿って設けられた少なくとも1つの他の拘束点が、伝動シャフト領域TSR（132）の基端の
半分に、または、伝動シャフト領域TSR（132）の基端において伝動シャフト領域TSR（132
）の全長の10％に設けられる請求項1記載の機械的伝動システムMTS（100）。
【請求項３】
　前記複数の縦部材LM（110）は各々が、伝動可撓性基端部TBPP（134）に沿って1つ以上
の拘束点で、さらに縦部材LM（110）自体の軸を中心とする回転が制限される請求項1又は
2に記載の機械的伝動システムMTS（100）。
【請求項４】
　各縦部材ガイドが、拘束点において架空チューブ（120）上の実質的に一定の円周位置
に、前記複数の縦部材LM（110）を保持するようにさらに構成された請求項１～３のいず
れか１つに記載の機械的伝動システムMTS（100）。
【請求項５】
　伝動可撓性先端部TBDP（130）に少なくとも2つの縦部材ガイド（300、305、350）を、
伝動可撓性基端部TBPP（134）に少なくとも2つの縦部材ガイドを備える請求項１又は４の
いずれか1つに記載の機械的伝動システムMTS（100）。
【請求項６】
　縦部材ガイド（300、305、350）は、拘束点で前記複数の縦部材LM（110）の縦部材LM（
110）自体の軸を中心とする回転を制限するように、かつ、拘束点において架空チューブ
（120）上の実質的に一定の円周位置に縦部材LM（110）を保持するように構成され、架空
チューブ（320、120）の周りに配列された複数の分離した通路（310）を有する本体を備
える請求項１～５のいずれか1つに記載の機械的伝動システムMTS（100）。
【請求項７】
　伝動可撓性先端部TBDP（130）又は伝動可撓性基端部TBPP（134）に縦部材LM（110）の
縦部材LM（110）自体の軸を中心とする回転を制限するように構成された通路（310）が、
縦部材LM（110）の平面断面（114）を補足する輪郭を横断面に備える請求項６記載の機械
的伝動システムMTS（100）。
【請求項８】
　伝動可撓性先端部TBDP（130）と伝動可撓性基端部TBPP（134）における縦部材ガイド（
300）が、それぞれ前後に並んで配置され、かつ、相互に関節式に接続された縦部材ガイ
ド（305, 305', 305"）であり、それによって、伝動可撓性先端部TBDP（130）と伝動可撓
性基端部TBPP（134）の縦部材LM（110）の湾曲を支持する請求項１～７のいずれか1つに
記載の機械的伝動システムMTS（100）。
【請求項９】
　関節式に接続された縦部材ガイド（305, 305', 305"）が、ボール・ソケット継手から
なるピボット継手を介した対状の相互接触状態にある請求項８記載の機械的伝動システム
MTS（100）。
【請求項１０】
　隣接する関節式に接続された縦部材ガイド間の偏揺が、分離した拘束点を架空チューブ
に沿って実質的に固定され互いに架空チューブの軸を中心に回転するように一列に並べる
ことによって限定される請求項８又は９記載の機械的伝動システムMTS（100）。
【請求項１１】
　縦部材LMの平面断面は、長方形の、文字「I」の、又は円弧状の輪郭を有し、場合によ
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っては、それらの輪郭の1つ以上の隅は尖っているか、又は丸みを有する請求項1～1０の
いずれか1つに記載の機械的伝動システムMTS（100）。
【請求項１２】
　可撓性先端部BDP（530）と可撓性基端部BPP（534）は、少なくとも部分的に湾曲可能で
ある請求項１～１１のいずれか1つに記載の機械的伝動システムMTS（100）。
【請求項１３】
　請求項１～１２のいずれか1つに記載の機械的伝動システムMTS（100）を備える操縦可
能器具（500）。
【請求項１４】
　請求項１３に記載の操縦可能器具（500）を備える外科手術ロボット。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　1980年代以来、切開手術法は、長尺のシャフトを用いた器具がガスで拡張させた腹部に
トロカールを介して挿入される内視鏡的なアプローチによって大きくとって替わられてき
た。そのような、短い入院期間、少ない手術後の痛み、および早い回復という実証された
利点で知られる腹腔鏡手術法は、外科医に対してより多く要求されるようになってきてい
る。
【０００２】
　内視鏡手術法の欠点は、手際の良さに欠けることである。これは主に、器具の先端にお
ける、支点効果（fulcrum effect）と、手首のような動作の欠如とのためである。この欠
点の認識が、より複雑な内視鏡的処置を増大させ、器具の「剣闘（sword fighting）」に
よって特徴付けられる単一開口手術が行われるようになってきている。
【０００３】
　支点効果は、腹部に挿入されるトロカール（枢軸点）のレベルにおける長尺シャフト器
具の枢動に影響する。左へのハンドルの動きは、作動体（例えば、鋏）において右への動
きに変換され、逆も同じである。外科医は、これらの逆の動きに素早く順応できる。
【０００４】
　手首のような動作の欠如は、克服がさらに難しい。この技術の状況の解決策は、コンソ
ールにおける外科医の手の動きが器具の先端における滑らかな動きに変換されるダビンチ
ロボット（インテュイティブ・サージカル社）によって提供される。この解決策は高価で
あるので、さらに安価な全方向の関節式先端部を有するハンド器具の開発へと導く。
【０００５】
　外科的な挑戦の多くは、手際の良さが無いことに起因する。従来の柔軟性のない腹腔鏡
の器具は、4つの自由度（回転、上/下の角度付け、左/右の角度付け、内/外への移動）の
みを提供する。この動きの制約を克服するために、操縦可能器具用の種々のデザインが開
発されてきている。
【０００６】
1.その最も単純な形においては、関節式につながれた器具が、剛性を有する直線チューブ
から摺動によって抜き出される湾曲前の可撓性チューブを備える。この先端は一方向にの
み湾曲でき（単一方向の関節式につながれた器具であり）、ある範囲の強さの横方向の力
にのみ抵抗できる。
【０００７】
2.さらに進んだ代案は、一平面内における先端の湾曲動作（例えば左から右、逆も同じ）
を可能にする器具である。構造の性質上、非常に安定した先端が作られる。これらの両方
向器具は、一方向に湾曲し、かつ、器具全体をそれ自体の軸の周りに回転することにより
、関心のある点へ誘導されることが必要である。これは使い易さに欠ける。
【０００８】
3.精密な手首の動きは、全方向システムによってのみ可能である。関節式につながれた全
方向器具は、主に、基端および先端と、先端湾曲部と、先端湾曲部から延びるシャフト領
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域と、を備え、必要に応じて基端湾曲部を含む。基端の動きは、先端における動きに伝達
される。その例は、米国特許第7,410,483号（図11)と米国特許第8,105,350号（図15）に
記載されている。
【０００９】
　ロボットによる外科手術法に類似した、関節式につながれた全方向器具は、7つまでの
自由度（軸の回転と2平面内の先端の偏向とが、剛性の大きい従来の器具の4つの自由度に
加えられている）を提供する。基端側における上昇/下降と左/右の動きの組み合わせによ
って、先端の作動体側におけるすべての点が、それ自体の周りに回転させる必要なしに到
達することができる。しかしながら、扱い易さが増すにつれて、先端の安定性がどうして
も著しく低減する。これを解決するために、Kymerax（登録商標）のシステム（テルモ）
とJaimy（登録商標）のシステム（エンドコントロール）とを混成した解決策が、強力な
電気サーボモータを用いて補償を行い、先端の安定性を復活させる。
【００１０】
　全方向の関節式につながれた器具は、ロボットシステムに比較して、低価格と触覚フィ
ードバックという利点を提供する。
【００１１】
　関節式につながれた手術器具の手首は、安定で、例えば、外部からの力の印加に対して
十分な抵抗を示さなければならない。それは最近Chang Wookによって研究されてきている
（Chang他著「腹部内視鏡の単一位置手術用の第一世代関節式器具の不十分な継手の力」S
urgical Innovation 2012年）。彼は、有用である器具の手首が、20Nの最低限の横方向の
力に理論的に耐えることを計算した。
【００１２】
　この安定性は、器具の直径を増大することにより、操縦ワイヤの数や断面を増大するこ
とにより、手首の長さを短縮することにより、又はより剛性のある材料を使用することに
より、実現することができる。しかしながら、侵襲性を減らしたいという欲求によって、
最小限度の直径が要求される場合には、現存する技術との妥協が必要となる。
【００１３】
　外科手術において、最も重要な特徴は、恐らく回転の安定性である。それは、シャフト
から器具の手首を介して端部の作動体へ回転動作を伝達する能力である。例えば、逆手の
切断位置に縫合糸を投げる動作は、約70°以上に湾曲し、さらに、針のホルダーの回転動
作が湾曲した針で組織を突き出すようにさせる器具を必要とする。
【００１４】
　外科手術用器具は、可撓性の基端部が、シャフトの方向を基準として、全円錐角内を自
由に動くことができるとき、全方向性の器具であると考えられる。通常は、ボール・ソケ
ット継手が用いられる。これは、ピッチ（上昇－下降）、ロール（左－右）およびヨー（
回転）のような動作が可能な3自由度継手である。回転動作を伝達するために、継手にお
ける回転動作は、理論的には例えばピンと溝を用いて拘束される。アーチ型の溝が、ソケ
ット内に設けられてボールの中心をほぼ貫通する平面内に延び、ボールの隣接側面に枢着
されたピンを受入れる。他の方法は、切子面をもつボールとソケットの使用である。切子
面とエッジは、軸回転を防止するが、横方向への方向の角度付けを低下させる。
【００１５】
　レボリュート継手の連結を、ボール・ソケット継手の動きをまねて組み立てることがで
きる多くの方法がある。例えば、ユニバーサル継手は、1つの回転自由度によって拘束さ
れることをのぞいて、ボール・ソケット継手に似ている。2つのフォーク軸がクロスによ
って結合され、そのクロスがそれらの軸を90度に保持するので、軸1にトルクが印加され
ると、軸2が回転する。ユニバーサル継手はヒンジ2継手と均等であり、ヒンジ2継手では
ヒンジ2の軸は互いに直交しており、適所に完全に固定された接続を有する。関節式につ
ながれた外科手術器具又は関節式につながれた血管内カテーテルにおいては、ユニバーサ
ル継手は、互いに90°の方位を有する可撓性ヒンジの連結によって実現されることが多い
。
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【００１６】
　全方向動作は、前後に並ぶように配置されたリンクのアセンブリである運動学上のチェ
ーンを用いて実現できる。リンクは他のリンクに付着するポイントを有する剛性体である
。ヒトの生理学において、リンクは椎間板、椎骨、又は骨片とみなすことができる。継手
はリンク間の連結部である。運動学上の対は、2つのリンクとその間の継手の組合せであ
る。運動学上のチェーンは、リンクと継手との組み合わせである。器具の手首は、シャフ
トと端部作動体間の運動学上のチェーンである。
【００１７】
　2つのリンク間の回転の自由は拘束されるが、そのようなリンクを有する運動学上のチ
ェーンは、最初と最後のリンクが互いに回転するような形態に強制的にされ得るというこ
とは、興味のある観察である。すべてのリンクと継手が一直線上にある時、回転運動はた
るみなく伝達され、第一のリンクと最後のリンクは同じ方位を維持する。しかしながら、
運動学上のチェーンがらせん曲線に従う時、第一のリンクと最後のリンクとの間にかなり
の回転が生じる。（可撓性のある）リボリュート継手の連結に基づく全方向器具も、この
現象の傾向がある。外科手術器具の場合、これは、シャフトと可撓性先端部との間の回転
に帰着する。外科手術において、リボリュート電動のこの損失は、きわめて望ましくない
。
【００１８】
　「らせん状の運動学上のチェーン効果」を抑制するためのこの技術分野における1つの
解決策は、リンクの数を減らすことである。米国特許公開公報第2012/0220831号は、5リ
ンクと4継手のみを備えたマルチ・ディスクのリスト継手を記載している。それらは、器
具がロール、ピッチ又はヨーにおいて全く特異性がないと主張している。従って、動きが
円滑である。これは、すべての継手が個別に制御されるロボットの用途に対してあてはま
る。さらにコンピュータのコントローラにおいて実行される適当な逆運動学によって、用
意に修正される。手動制御の器具を用いると、特に個々の継手が45°以上に湾曲する必要
がある場合には、継手は制御が難しい。それらは、極端な角度で操作されるとき、「刻み
目のある」状態になり、回転が難しくなる。この発明の目的は、先攻技術における1つ以
上の問題を克服する操縦可能器具用の機械的伝導システムを提供することである。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　第1実施形態によれば、この発明は、基端（20）と先端（40）を有し、シャフト領域（5
32）と、全方向に動くことが可能な可撓性基端部BPP（534）と、全方向に動くことが可能
でBPP（534）の動きに応じて動く可撓性先端部BDP（530）とを備える操縦可能器具（500
）用の機械的伝動システムMTS（100）であって、MTS（100）は、各々が基端（20）と先端
（40）を有し架空チューブ（120）の周りに縦方向に配列された複数の縦部材LM（110）を
備え、対応する伝動シャフト領域TSR（132）と、伝動可撓性基端部TBPP（134）と、伝動
可撓性先端部TBDP（130）とを有し、少なくとも1つのLM（110）の平面断面（114）が異方
性断面二次モーメントを示し、多数のLM（110）は各々がTBDP（130）又はTSR（132）に沿
って1つ以上の拘束点で軸方向に回転するように拘束され、LMは各々分離した拘束点に対
して縦方向に摺動可能であり、MTS（100）は、BDP（530）の先端がBPP（534）の補足的な
回転によって湾曲位置において軸方向に回転可能であるMTS（100）に関する。
【００２０】
　TSR（132）に沿って設けられた少なくとも1つの拘束点が、TSR（132）の先端の半分に
、好ましくは、TRS（132）の先端においてTSR（132）の全長の10％に設けられ、TSR（132
）に沿って設けられた少なくとも1つの他の拘束点が、TSR（132）の基端の半分に、好ま
しくは、TRS（132）の基端においてTSR（132）の全長の10％に設けられてもよい。
　前記多数のLM（110）は各々が、TBPP（134）に沿って1つ以上の拘束点で、さらに軸方
向に回転するように拘束されてもよい。
　MTS（100）は、前記多数のLM（110）を拘束点で軸方向に回転するように拘束する構成
を有する1つ以上のLMガイド（300，305，350）をさらに備えてもよい。
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　各LMガイドが、拘束点において架空チューブ（120）上の実質的に一定の円周位置に、
前記多数のLM（110）を保持するようにさらに構成されてもよい。
　MTS（100）は、TBDP（130）に少なくとも2つのLMガイド（300、305、350）を、TBPP（1
34）に少なくとも2つのLMガイドを備えてもよい。
　LMガイド（300、305、350）は、拘束点に前記多数のLM（110）を軸方向に回転可能に拘
束するように、かつ、拘束点において架空チューブ（120）上の実質的に一定の円周位置
にLM（110）を保持するように構成され、架空チューブ（320、120）の周りに配列された
複数の分離した通路（310）を有する本体を備えてもよい。
　TBDP又はTBPPにLM（110）を軸方向に回転可能に拘束するように構成された通路（310）
が、LMの平面断面（114）を補足する輪郭を横断面に備えてもよい。
　TDBP（130）とTDPP（134）におけるLMガイド（300）が関節式に接続され、LMガイド（3
05, 350', 350"）がそれぞれ前後に並んで配置され、かつ、相互に関節式に接続され、そ
れによって、DBP（130）とPBP（134）のLM（110）の湾曲を支持するようにしてもよい。
　関節式に接続されたLMガイド（305, 350', 350"）は、ボール・ソケット継手からなる
ピボット継手を介した対状の相互接触状態にあってもよい。
　隣接する関節式に接続されたLMガイド間の偏揺が、分離した拘束点を架空チューブに沿
って実質的に固定され互いに回転するように一列に並べることによって限定されてもよい
。
　TSR（132）のLMガイド（300）が固定LMガイド（305, 350', 350"）であり、TBDP（130
）又はTBPP（134）の可撓性に比べてTSR（132）の可撓性を低減するように互いに回転可
能に固定されてもよい。
　LMの平面断面は、長方形の、文字「I」の、又は円弧状の輪郭を有し、場合によっては
、それらの輪郭の1つ以上の隅は尖っているか、又は丸みを有してもよい。
　BDP（530）とBPP（534）は、少なくとも部分的に湾曲可能であってもよい。
　第2実施形態によれば、この発明は、以下に述べるMTS（100）を備えた操縦可能器具（5
00）に関する。
【００２１】
　この発明の他の実施形態は、操縦可能器具（500）用の機械的伝導システムMTS（100）
に関し、その操縦可能器具（500）は基端（20）と先端（40）とを有すると共に、可撓性
基端部BDP（530）を備え、BDP（530）は基端（20）におけるMTS（100）の作動に応じて全
方向的に動き、MTS（100）は、各々が基端（20）と先端（40）を有し、かつ、架空チュー
ブ（120）の周りに縦方向に配列された複数の従部材LM（110）を備えると共に、対応する
伝動可撓性先端部TBDP（130）を有し、少なくとも1つの、場合によっては各々の、及び全
ての、LM（110）の平面断面が異方性断面二次モーメントを示し、複数のLM（110）の大多
数、好ましくは全てが、各々伝動可撓性先端部（130）において軸方向に回転するように
拘束される。
【００２２】
　異方性は、LM（110）の平面断面（114）の重心で交差する相互直交軸（116、118）に関
するものであってもよく、その周りにLM（110）が高い断面2次モーメントを有する軸（11
6）が架空チューブの中心軸（A-A’）への方向に向けられる。軸（116）は架空チューブ
（120）の中心軸（A-A’）と交差するか、中心軸（A-A’）と平面断面の重心（111）との
間に引かれた仮想線（115）と比較して60度までの角度（アルファ）を取ることによって
架空チューブ（120）の中心線から逸れてもよい。平面断面（114）は伝動可撓性先端部（
130）の中に存在してもよい。LM（110）の数は、少なくとも3又は4であってもよい。LMの
平面断面は、長方形の、文字「I」の、又は円弧の輪郭を有してもよいし、場合によって
は、1つ以上のそれらの輪郭の角がとがるか、又は丸味を有する。
【００２３】
　MTS（100）はさらに、架空チューブ（120）の上の本質的に一定の外周位置にLM（110）
を維持して、TBDP（130）に多数のLM（110）を軸方向に回転するように拘束する構成を有
する1つ以上のLMガイド（300、350）を備えてもよい。LMガイド（300、305、350）は、架
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空チューブ（320、120）の周りに配列された複数の分離した通路（channels）(310）を備
え、架空チューブ（120）の上の本質的に一定の外周位置にLM（110）を維持して、TBDP（
310）に多数のLM（110）を軸方向に回転するように拘束する構成を有する本体を備えても
よい。TBDPにLM（110）を軸方向に回転するように拘束する構成を有する通路（310）は、
LMの平面断面（114）を補足する輪郭を横断面に備えてもよい。LMガイド（300）のいくつ
かは、TBDP（130）において前後に並んで配置され、互いに関節式につながれた関節式LM
ガイド（305、305’、305”）であり、それによってDBP（130）におけるLM（110）の湾曲
を支持してもよい。関節式につながれたLMガイド（305、305’、305”）はピボット継手
によって対のように相互に接触してもよい。LMガイド（300）のいくつかは、伝動シャフ
ト領域TSR（132）に配置され、TBDP（130）に隣接し、互いに回転するように固定された
固定LMガイド（350、350’、350”）であってもよい。MTS（100）は、TBDP（130）の全方
向移動応答を引き起こす、使用者による全方向作動用の可撓性伝動基端部TBPP（134）を
さらに備えてもよい。
【００２４】
　この発明の他の実施形態は、ここに定義されるMTS（100）を備えた操縦可能器具（500
）に関する。BDP（530）は、基端（20）におけるMTS（100）の作動に応答して、少なくと
も2つの異なる交差する平面で動くように構成されてもよく、その場合、操縦可能器具（5
00）はBDP（530）の先端に端部作動体（540）をさらに備える。端部作動体（540）がBDP
（530）に対して回転するように固定され、そしてBDP（530）が湾曲姿勢にあるときに基
端湾曲部（202）の補足的回転によって、端部作動体が回転可能であるようにMTS（100）
は構成される。端部作動体は端部作動体の回転調整をさせ、BDP（530）に対して端部作動
体（540）を回転可能に固定するように構成されたロック可能要素により、BDPに対して回
転するように固定されてもよい。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】図1は、直線の形態で分解された本発明の機械的伝動システム（MTS）の等角投影
図を示す。
【図２】図2は、伝動可撓性先端部（TBDP）が湾曲し、伝動シャフト領域（TSR）が同じ直
線形態のままである、図1のMTSを示す。
【図３】図3は、図1の位置112における縦部材（LM）の平面横断面である平面断面の2つの
交差軸を示し、その断面は「I」形の輪郭を有する。
【図４】図4は、複数の固定LMガイドと複数の関節式につながれたLMガイドを備えた本発
明のMTSの外観を示す。
【図５】図5は、TBPPが湾曲によって作動され、その動きがTBDPへ伝達された、図4のMTS
を示す。
【図６】図6は、LMの半円形の横断面（つまり平面断面）を示す。
【図７】図7は、LMの長方形の横断面（つまり平面断面）を示す。
【図８】図8は、LMの「I」の横断面（つまり平面断面）を示す。
【図９】図9は、LMの角に丸みのある長方形の横断面（つまり平面断面）示す。
【図１０】図10は、LMの競争用トラックの横断面（つまり平面断面）示す。
【図１１】図11は、縦部材の各々が円形の平面断面を有する、本発明でない機械的伝動手
段の側面図を示す。
【図１２】図12は、LMの各々が「I」形の平面断面を有する、本発明のMTSの側面図を示す
。
【図１３】図13は、縦部材の各々が円形の平面断面を有し、縦部材の望ましくない捩りを
示す、本発明でない機械的伝動手段の等角投影図を示す。
【図１４】図14は、LMの各々が「I」形の平面断面を有し、TBDPにおいてLMの捩りが著し
く少ないことを示す、この発明の図12のMTSの等角投影図を示す。
【図１５】図15は、分離した単一のLMを示す、本発明の図14のMTSの側面図である。
【図１６】図16は、MTSのTBDPに設けられたLMの異なる湾曲半径を示すMTSの側面図である
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。
【図１７】図17は、ディスク形状のLMガイドの平面図である。
【図１８】図18は、関節式につながれるLMガイドであるLMガイドの側面図である。
【図１９】図19は、本発明のMTSを組み込んだ操縦器具の等角投影図である。
【図２０】図20は、複数の固定LMガイドと関節式につながれたLMガイドとによって半径位
置に維持される4つのLMを備えた本発明のMTS100の等角投影図である。
【図２１Ａ】図21Aは、円形輪郭の縦部材を備える、本発明でない機械的伝動手段の可撓
性先端部を示す。
【図２１Ｂ】図21Bは、望ましくない固定したらせん状の運動上チェーン状態にある、本
発明でない図21Aの機械的伝動手段の可撓性先端部を示す。
【図２２】図22は、LMガイドの通路とその中にあるLMの2つの代表的な方位を示す。図22A
とBは、LMガイドの通路の中にあるLMの2つの代表的な方位を示す。
【図２３】図23は、架空チューブに沿って本質的に固定された相互の回転配列における分
離した拘束点を示す。
【００２６】
［発明の詳細な説明］
　この発明において用いられる方法を説明する前に理解されるべきことであるが、この発
明は、説明される特定の方法、構成要素又は装置に限定されない。それは、そのような方
法、構成要素または装置は、勿論、変化してもよいからである。さらにまた、理解される
べきことであるが、ここで用いられる専門用語は限定することを意図するものではない。
それは、この発明の範囲が添付の特許請求の範囲のみによって限定されるからである。
【００２７】
　ここで用いられるように、単数形の語は「1つの（a、an）」を形成し、「その（the）
」は、文脈が明確に別のものを指示しない場合、単数と複数の指示対象を含む。
【００２８】
　ここに用いられる「備える（comprising、comprises、comprised of）」は、「含む（i
ncluding、includes、containing、contains）」と同義語であり、包括的又は非限定的で
、追加される記載のない部材や要素や方法工程を除外しない。「備える（comprising、co
mprises、comprised of）」は「からまる（consisting of）」も含む。
【００２９】
　端点による数値範囲の記述は、記述される端点と同様に、各範囲内に含まれるすべての
数と端数を含む。
【００３０】
　パラメータや量や時間的継続期間などのような測定可能な値を引用するときに、ここで
用いられる用語「約」は、開示された発明においてその変動が実施に適当である限り、特
定の値から土10％以下、好ましくは土5％以下、より好ましくは土1％以下、さらにより好
ましくは土0.1％以下の変動を含むことを意味する。理解されるべきことであるが、修飾
語「約」が引用する値は、それ自体も明確に、かつ、好んで開示される。
【００３１】
　他に定義されない場合、この発明の開示に使用される、技術的、かつ、科学的用語を含
むすべての用語は、この発明が属する技術分野の当業者によって共通に理解される意味を
有する。この明細書で使用される用語の定義は、この発明の開示をさらなるガイダンスに
よってさらに評価するために含まれる。ここの引用される全ての出版物は引用によってこ
こに組み込まれる。ここに引用されるすべての米国特許および特許出願は、引用によって
、図面を含んで完全に、ここに組み込まれる。
【００３２】
　この明細書を通して「1つの実施形態」への言及は、実施形態に関連して述べられる特
定の特徴、構造又は特性が本発明の少なくとも実施形態に含まれることを意味する。従っ
てこの明細書を通じて様々な箇所における「或る実施形態において」や「実施形態におい
て」という句の表現は、必ずしも同じ実施形態をすべて引用する必要はないが、引用して
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もよい。さらに、特定の特徴、構造又は特性は、この開示から当業者に明らかなように、
1つ以上の実施形態において適当な方法で組合わされてもよい。さらに、ここに記載され
るいくつかの実施形態は、ほかの実施形態に含まれるほかの特徴ではないいくつかの特徴
を含むが、異なる実施形態の特徴の組合せは、当業者に理解されるように、この発明の範
囲内にあり、他の実施形態を形成することを意味する。例えば、次の特許請求の範囲にお
いて、いずれの実施形態も、どのような組合せにおいても使用できる。
【００３３】
　「先端」および「基端」という用語は、この明細書を通じて使用され、装置の外科医側
の方が（基端）、離れる方が（先端）を意味することを当該技術分野で一般的に理解され
た用語である。従って、「基端」は外科医側に近く、従って患者側から離れていることを
意味する。逆に「先端」は患者側に近く、従って外科医側から離れていることを意味する
。
【００３４】
　この発明は、操縦可能器具用の機械的伝動システム（MTS）に関する。操縦可能器具は
、好ましくは縦の線に沿っており、一方向により長いことを意味する。線上（直線）の操
縦可能器具はこの発明の範囲内であるが操縦可能器具が直線上であることを必ずしも意味
しない。操縦可能器具は、直線状又は湾曲状で例えば、C又はS字形のシャフト領域を有し
てもよい。
【００３５】
　典型的には、操縦可能器具は基端と先端とを有し、可撓性先端部（BDP）を備える。可
撓性先端部（BDP）は手首（wrist）として知られることもあり、基端におけるMTSの作動
に応じて動く。基端におけるMTSの作動はBDPにおける動きの反応を引き起こす。操縦可能
器具はまた、シャフト領域（SR）を備え、シャフト領域（SR）は本質的に剛性又は半剛性
であってもよく、その一端がBDPを備える。シャフト領域は、縦の線に沿っており、一方
向に長いことを意味する。線上（直線）のシャフトはこの発明の範囲内であるが、シャフ
ト領域が直線状であることを必ずしも意味しない。シャフト領域は、直線状または曲線状
で、例えば、C又はS字形を有してもよい。BDPを制御するために、従部材（LMS）として知
られる操縦ワイヤがMTSに使用される。それらは、引く又は押すことによってBDPを制御す
る。MTSは複数の従部材（LM）を備え、その各々は基端と先端とを有し、架空チューブの
回りに縦方向に配列される。LMの少なくとも1つは、その平面断面が2つの交差軸に関して
異方性断面二次モーメントを有する領域を含む。BDPの先端（先端の終端）は、どの方向
にも等しい容易さで動くことができる、つまり特異性がない。動きの応答は、作動の程度
に比例する。
【００３６】
　シャフト領域（SR）は、好ましくは本質的に剛性又は半剛性を有するか、又は可撓性で
、剛性又は半剛性を有する外部チューブ又は外側チューブと協同するときに、剛性又は半
剛性になってもよい。シャフト領域はBDPに隣接する。シャフト領域はBDPに接触してもよ
い。操縦可能器具は、操縦可能器具の基端に可撓性基端部（BPP）をさらに備えてもよい
。BPPはシャフト領域に隣接する、つまりシャフト領域はBDPとBPPとの間に設けられる。
シャフト領域はBPPに接触してもよい。BPPの動きは基端部においてMTSを作動させ、BPPに
作動反応を引き起こす。BPPの異なる半径方向への異なる湾曲度の動きは、BDPへMTSを用
いて伝達され、BDPの半径方向および/又はBDPの湾曲などにおける対応する変化に帰着す
る。操縦可能器具は、MTSに、例えば2つ以上のLM又は各および全LMに直接接続された電気
機械装置を用いて基端で作動してもよい。典型的には、シャフト領域におけるLMが作動さ
れる。そのような場合には、器具はBPPを欠いてもよい。また、ロボットのような制御は
、BPPを作動させる電気機械的装置を使用することによって実現することができる。電気
機械的装置は、例えば、サーボモータであってもよい。電気機械的装置に結合することに
よって、外科手術ロボットへの直接的な一体化が助長される。
【００３７】
　BDPの動作反応は、
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－シャフト領域に平行な平面内の湾曲の程度、シャフト領域の中心縦軸との接触の程度、
およびシャフト領域からの延びの程度における変化、
－シャフト領域に直交する平面内の湾曲方向、シャフト領域の中心縦軸との接触方向、お
よびシャフト領域からの延びの方向の変化
であってもよい。
【００３８】
　操縦可能器具の動作の組合せは、BDPの湾曲姿勢にある間に、BDPへその先端において伝
達されるシャフト領域の回転を、通常は助長する。しかしながら、発明者らは、BDPの先
端はシャフト領域に同期して回転しないことを見出した。基端に加えられシャフト領域を
介して伝達されるトルクが、とくに湾曲姿勢にあるときに、DBPの先端の回転につながら
ない「デッドゾーン」、バックラッシュ又は遊びがある。
【００３９】
　操縦可能器具は、例えば、腹腔鏡装置又は血管内カテーテルのような外科手術装置であ
ってもよい。この発明は、血管内用途、外科手術器具、ロボット式遠隔操作の医療ロボッ
ト又は小型外科手術器具および工業的用途のような、しかしそれに限定されない関節式に
つながれた器具に使用できる。
【００４０】
　BDPは全方向に、つまり、いずれの半径方向にも動くように構成されている。BDPは、い
ずれの半径方向（シャフト領域の中心縦軸（A-A’）に対して約360°）にも動くように構
成されることが好ましい。BDPは、シャフト領域に平行に設けられ、シャフト領域の中心
縦軸（A-A’）に接触する少なくとも2つ（例えば、3、4、5、6、7、8又はそれ以上）の異
なる平面内を移動するように構成されることが好ましい。好ましくは、BDPは、シャフト
領域に平行に設けられ、シャフト領域の中心縦軸（A-A’）に接触する無数の異なる平面
内を移動するように構成される。BDPの湾曲は、典型的には、少なくとも部分的には、曲
線である、つまり、BDPは、曲がることができる。曲りは、当該技術分野で通常的に理解
されるように、角ばった湾曲よりむしろ円滑な湾曲になることを意味する。曲りは典型的
には、長さの少なくとも一部について、例えばヒンジ継手における、一定の勾配又は勾配
の不連続で単一の変化を典型的に示す角張った湾曲に比べて、連続的に変化する（例えば
、増大又は減少する）勾配を備える。BPPは直線の形態に偏ってもよいし、作動によって
湾曲が引き起こされてもよいことが理解される。また、BDPは曲線に偏ってもよいし、作
動によって湾曲が追加又は削減されてもよい。
【００４１】
　同様に、BPPは、存在する場合、全方向に、つまり、いずれの半径方向にも動くように
構成されている。BPPは、いずれの半径方向（シャフト領域の中心縦軸（A-A’）に対して
約360°）にも動くように構成されていることが好ましい。MTSは好ましくは、少なくとも
8つの異なる方向にBPPを動かすように構成される。BPPは、シャフト領域に平行に設けら
れ、シャフト領域の中心縦軸（A-A’）に接触する少なくとも2つ（例えば、3、4、5、6、
7、8又はそれ以上）の異なる平面内を移動するように構成されることが好ましい。好まし
くは、BPPは、シャフト領域に平行にもうけられ、シャフト領域の中心縦軸に接触する無
数の異なる平面内を移動するように構成される。BPPの湾曲は、典型的には、少なくとも
部分的には、曲線である、つまり、BDPは曲がることができる。曲りによって当該技術分
野で通常的に理解されるように、角ばった湾曲よりむしろ円滑な湾曲になることを意味す
る。曲りは典型的には、長さの少なくとも一部について、例えばヒンジ継手における、一
定の勾配又は勾配の不連続で単一の変化を示す角張った湾曲に比べて、連続的に変化する
（例えば、増大又は減少する）勾配を備える。BPPは直線の形態に偏ってもよいし、作動
によって湾曲が引き起こされてもよいことが理解される。また、BPPは曲線に偏ってもよ
いし、作動によって湾曲が追加又は削減されてもよい。
【００４２】
　操縦可能器具は、グリップ、プライヤ、切断ハサミ等のような端部作動体を備えてもよ
い。その端部作動体は操縦可能器具の先端に備えられる。
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【００４３】
　さらに、湾曲状態においてでさえ、器具の先端をそれ自体の軸の周りに、つまり軸方向
に回転させることが可能であってもよい。従ってMTSはBDP（又はTBDP）の先端がBPP（又
はTBPP）の補足的な回転によって湾曲位置で軸方向に回転可能である。操縦可能器具はBD
Pの先端に端部作動体を備えてもよい。その場合、MTSは、端部作動体がBDPに対して回転
可能に固定され、BDPが回転姿勢にあるとき、端部作動体がBPPの補足的回転によって回転
可能であるように構成される。端部作動体は、回転調整が可能で、BDPに端部作動体を回
転可能に固定するように構成されたロック可能要素によって、BDPに対して回転可能に固
定されてもよい。
【００４４】
　MTSは、ここに述べるように、基端と先端を有する。先端は、伝動可撓性先端部（TBDP
）を備え、TBDPは基端におけるMTSの作動に応じて動き、操縦可能器具のBDPを動かす。TB
DPはBDPに位置が対応する。基端は伝動可撓性基端部（TBPP）を備えてもよい。操縦可能
器具のBPPの使用者による動きは、TBPPへ伝達される。TBDPはBPPに位置が対応する。TBPP
は基端においてMTSを作動し、操縦可能器具のBDPへ伝達されるTBDPの動作の応答を誘発す
る。
【００４５】
　MTSはまた、操縦可能器具の対応するシャフト領域内に設けられる伝動シャフト領域（T
SR）を備える。TSRは本質的に剛性又は半剛性であることが好ましいが、剛性又は半剛性
の外側チューブ又は外部チューブと協同するときに剛性又は半剛性になってもよい。
【００４６】
　MTSは、MTSに、例えば2以上のLM又は各LMおよび全LMに、直接接続された電気機械装置
を用いて基端において作動させてもよい。典型的には、LMシャフト領域におけるLMが作動
される。その場合、器具は、TBPPを持っていなくてもよい。また、ロボット的な制御は、
BPPを作動させる電気機械装置を用いて実現できる。電気機械装置は、例えばサーボモー
タであってもよい。これによって、外科手術ロボットへの直接的な一体化が助長される。
【００４７】
　MTS は好ましくは、BDPを全方向に動かすように構成される。MTSは好ましくは、BDPを
いずれの方向（TSRの中心縦軸（A’-A）に関して約360°）にも、動かすように構成され
る。MTSは好ましくは、少なくとも8つの異なる方向にBDPを動かすように構成される。MTS
は、TSRに平行に設けられTSRの中心縦軸（A’-A）に接触する少なくとも2つ（例えば、3
、4、5、6、7、8又はそれ以上）の異なる平面内にBDPを動かすように形成されてもよい。
好ましくは、MTSは、伝動シャフト領域に平行に設けられ、伝動シャフト領域の中心縦軸
に接触する無数の異なる平面内でBDPを動かすように構成される。
【００４８】
　TBDPは全方向に、つまり、いずれの半径方向にも動くように構成されている。TBDPは、
いずれの半径方向（シャフト領域の中心縦軸（A’-A）に対して約360°）にも動くように
構成されることが好ましい。TBDPは、シャフト領域に平行に設けられ、シャフト領域の中
心縦軸（A’-A）に接触する少なくとも2つ（例えば、3、4、5、6、7、8又はそれ以上）の
異なる平面内を移動するように構成されることが好ましい。好ましくは、TBDPは、シャフ
ト領域に平行に設けられ、シャフト領域の中心縦軸（A’-A）に接触する無数の異なる平
面内を移動するように構成される。TBDPの湾曲は、典型的には、少なくとも部分的には、
曲線である、つまり、TBDPは、曲がることができる。曲りによって、当該技術分野で通常
的に理解されるように、角ばった湾曲よりむしろ円滑な湾曲になることを意味する。曲り
は典型的には、長さの少なくとも一部について、例えばヒンジ継手における、一定の勾配
又は勾配の不連続で単一の変化を示す角張った湾曲に比べて、連続的に変化する（例えば
、増大又は減少する）勾配を備える。TBDPは直線の形態に偏ってもよいし、作動によって
湾曲が引き起こされてもよいことが理解される。また、TBDPは曲線に偏ってもよいし、作
動によって湾曲が追加又は削減されてもよい。
【００４９】
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　TBPPは全方向に、つまり、いずれの半径方向にも動くように構成されている。TBPPは、
いずれの半径方向（シャフト領域の中心縦軸（A’-A）に対して約360°）にも動くように
構成されることが好ましい。TBPPは、シャフト領域に平行に設けられ、シャフト領域の中
心縦軸（A’-A）に接触する少なくとも2つ（例えば、3、4、5、6、7、8又はそれ以上）の
異なる平面内を移動するように構成されることが好ましい。好ましくは、TBPPは、シャフ
ト領域に平行に設けられ、シャフト領域の中心縦軸（A’-A）に接触する無数の異なる平
面内を移動するように構成される。TBPPの湾曲は、典型的には、少なくとも部分的には、
曲線である、つまり、TBPPは、曲がることができる。曲りによって、当該技術分野で通常
的に理解されるように、角ばった湾曲よりむしろ円滑な湾曲になることを意味する。曲り
は典型的には、長さの少なくとも一部について、例えばヒンジ継手における、一定の勾配
又は勾配の不連続で単一の変化を示す角張った湾曲に比べて、連続的に変化する（例えば
、増大又は減少する）勾配を備える。TBPPは直線の形態に偏ってもよいし、作動によって
湾曲が引き起こされてもよいことが理解される。また、TBPPは曲線に偏ってもよいし、作
動によって湾曲が追加又は削減されてもよい。
【００５０】
　さらに、湾曲状態においてでさえ、それ自体の軸の周りに器具の先端を回転することが
、可能であってもよい。MTSはTBDPの先端に端部作動体を備えてもよいが、その場合には
、MTSは端部作動体がTBDPに対して回転可能に固定されるように構成され、端部作動体はT
BDPが湾曲姿勢にあるときにTBPPの補足的な回転により回転可能である。端部作動体は、T
BDPの回転調整ができてTBDPに対して端部作動体を回転可能に固定するように構成された
ロック可能要素によってTBDPに対して回転可能に固定されてもよい。
【００５１】
　MTS は、各々が基端と先端とを有しかつ、架空チューブの周りに縦方向に配列された複
数の縦部材（LM）を備える。架空チューブは、その周りにLMが位置決めされた幾何学的形
状である。好ましくは、それは縦長である。それは、好ましくは、円形の横断面を有し、
横断面は本質的に縦軸に直交している。架空チューブの中心軸（A’-A）は、好ましくは
、操縦可能器具の中心軸と同軸である。架空チューブは好ましくは、円筒形である。架空
チューブは、対応する姿勢において、操縦可能器具の直径より小さい直径を有する。
【００５２】
　ここに述べるLMは、基端と先端とを有する。先端はMTSのTBDPに設けられるLM可撓性先
端部（LMBDP）を備える。LMは、MTSの対応するTSRに設けられるLMシャフト領域（LMSR）
を備える。LMSRはLMBDPの近くに隣接する。基端はMTSのTBPPに設けられるLM可撓性基端部
を備えてもよい。
【００５３】
　LMの先端は、MTSにおいて、お互いに固定された関係に維持される。LMの先端が、さら
に好ましくは、LMの先端の終端が、先端LM固定要素に接続されてもよい。好ましくは、先
端LM固定要素がそれらの各演習位置でLMを維持する、例えば、それはLMの先端の終端を環
状の輪の中に維持してもよい。先端LM固定要素は、例えば、MTSの先端に設けられたディ
スク又は環状体であってもよい。
【００５４】
　同様に、LMの基端、さらに好ましくはLMの基端の終端は、MTSにおいて互いに固定され
た関係で維持されてもよい。LMの基端は基端LM固定要素に接続されてもよい。好ましくは
、基端LM固定要素が、LMをそれらの各円周位置で維持する、例えば、それはLMの基端の終
端を環状の輪の中に維持してもよい。基端LM固定要素はMTSの基端に設けられたディスク
又は環状体であってもよい。
【００５５】
　LMは、LM固定要素によって動きが制限される範囲まで、互いに摺動可能である。MTSの
基端において押すおよび引くという力の印加は、LMSRに沿ってLMBDPまでLMを介して伝達
され、例えば、前術の固定要素を引く又は押すことによるTBPPの動きを引き起こす。MTS
におけるLMの数は、少なくとも2、3、4、5、6、7、8、9、10、11、12、13、14、15、16、
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17、18、19、20又はそれ以上であってもよい。全方向操縦のためには、少なくとも4さら
に好ましくは少なくとも6又は8のLMが存在することが好ましい。
【００５６】
　LMの寸法は、操縦可能器具の直径と長さおよび利用されるLMの数に依存する。一般的に
は、LMは、一方向の厚みが40μm、50μm、60μm、80μm、100μm、200μm、400μm、又は
500μm、あるいは前述の値のいずれか2つの間の範囲にある値を有してもよい。LMは幅が8
0μm、100μm、120μm、140μm、160μm、180μm、200μm、300μm、400μm、500μm、60
0μm、700μm、800μm、900μm、1000μm、1100μm、1200μm、1300μm、1400μm、又は1
500μm、あるいは前述の値のいずれか2つの間の範囲にある値を有してもよい。当業者で
あれば、MTSの直径によって適当な厚さと幅を選ぶ方法を理解するであろう。10mmの直径
のMTSに対しては、LMBDP、LMSR、場合によってはLMBPPにおいて、好ましい厚さは、280μ
m～320μm、好ましくは約300μm、そして好ましい幅は480μm～520μm、好ましくは約500
μmである。MTSの長さは、操縦可能器具の長さとその用途に依存する。上記の好ましい寸
法は、長さが37～40cmのMTSに適用する。
【００５７】
　LMは適当な伸張性を有し、当業者によって推定可能な適当な材料から作られる。その例
は、ステンレス鋼、ニチノール、ベータチタニウム、バネ鋼又はポリマーを含む。
【００５８】
　LMは材料の単一のストランド、例えば、ステンレス鋼の単一ストリップから作られても
よい。また、それは縦並びに接続された材料の複数のストランドから作られてもよい。
【００５９】
　LMは架空チューブの周りに縦に配置される。LMは架空チューブの周りに等しく配分され
てもよく、例えば、隣接するLM間の距離は本質的に同じであってもよい。LMは架空チュー
ブの周りに対称的に配分されてもよく、例えば架空チューブの縦断面について対称の平面
が存在してもよい。LMは架空チューブの周りに不均等に配分されてもよく、例えば、隣接
するLMの少なくとも2対面の距離が異なってもよい。
【００６０】
　LMは好ましくは、本質的にMTSおよび操縦可能器具の長さに沿って設けられる。それは
、TBDPをわたり、TSRと、存在する場合のTBPPとの中に延びる。
【００６１】
　LMは、それらの縦軸が互いに平行になるように配置されることが好ましい。LMは好まし
くは、それらの縦軸が架空チューブの縦軸（A-A’）に平行になるように配置される。LM
は好ましくは、それらの縦軸が縦方向の操縦可能器具の縦軸に平行になるように配置され
る。
【００６２】
　LMの少なくとも1つの平面断面は、異方性断面二次モーメントを示す。平面断面は、典
型的には、LMの縦中心軸（z）に直交する横断面である（図3参照）。
異方性は、平面断面の重心で交差する互いに直交する軸（x、y）に関する。重心は、平面
断面特に平面断面の外輪郭の幾何学的中心であると理解される。平面断面が本質的に長方
形の輪郭を有するとき、x、y軸は長方形の直線の辺に平行に配列され、x軸に関する断面
二次モーメントが最大になるようにx軸が位置決めされる。平面断面が不規則な輪郭を有
するとき、断面二次モーメントがx軸に関して最大になるように、x軸が位置決めされる。
LMの平面断面の重心を横切るx軸（Ix）とy軸（Iy）に関する断面二次モーメントの比（Ir
）が、1より大きいか、約1．1、1.5、2、2.5、3、3.5、4、4.5、5、5.5、6、6.5、7、8、
9、10、11、12、13、14、15、16、17、18、19、20又はそれ以上、あるいは前述の値のい
ずれか2つの間の範囲の値であることが好ましい。一般的なガイダンスとしては、発明者
らが見出した侵襲の外科手術器具のためには、Irは1.1と4との間、好ましくは2と3との間
であり、それによって、回転力に抵抗するが容易に湾曲に従順で、なおかつ、望ましくな
いらせんの運動学上チェーン状態を避ける安定したTBDPが提供される。
【００６３】
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　少なくとも1つの平面断面はLMBDPの中にあってもよい。LMBDPは、多数の平面断面にお
いて、好ましくは、LMBDPの長さに沿った大多数の、又はほぼすべての位置において、異
方性の特性を示すことが好ましい。LMBPPは、多数の平面断面において、好ましくは、LMB
PPの長さに沿った大多数の、又はほぼすべての位置において、異方性の特性を示すことが
好ましい。LMSRは、多数の平面断面において、好ましくは、LMSRの長さに沿った大多数の
、又はほぼすべての位置において、異方性の特性を示すことが好ましい。1つの観点によ
れば、LMBDPとTSRの先端からの長さの1～10％とが、大多数の、又はほぼ全ての平面断面
において、異方性の特性を示す。LMBDPとTRSの先端からの長さの1～10％、LMBPPと、TSR
の先端からの1～10％は、大多数の、又はほぼ全ての平面断面において、異方性の特性を
示す。
【００６４】
　好ましくは、LMは、MTS又は操縦可能器具において、より高い断面二次モーメントを有
する軸(典型的にはx軸)がMTSの、又は操縦可能器具の架空チューブの中心軸（A-A'）の方
へ延びるように、方向付けられる。
　そのような軸が中央軸（A-A'）の方へ延びる一方、それは中心軸A-A'と交差してもよい
し、しなくてもよい。それは中心軸から逸れて、例えば、X軸は、MTSの架空チューブの中
心軸（A-A'）と平面断面の重心（図22参照）との間に引かれた仮想線に対して10度、20度
、30度、60度までの角度（アルファ）を取ってもよい。換言すれば、LMは、より低い断面
二次モーメントを有する軸（典型的にはy軸）が、MTSの、又は操縦可能器具の架空チュー
ブの中心軸（A-A'）に本質的に向き合うように方向付けられることが好ましい。
【００６５】
　前述の異方性断面二次モーメントを示す平面横断面の代表的な輪郭（外形）は、長方形
、文字「I」、扇形（例えば、半円形、四分の一の円形）を含む。その輪郭の角の1つ以上
、好ましくは全ては、とがっている（例えば、四角）か、丸味を有することが好ましい。
長方形のLMの場合には、かどの半径は、長方形の短辺の長さの10％、20％、30％、40％、
50％までであってもよい。典型的には、それは10μm、20μm、30μm又はそれ以上、例え
ば10μmと200μmとの間である。
【００６６】
　断面二次モーメントは、第2慣性モーメト、平面領域慣性モーメント、領域極モーメン
ト又は第2領域モーメントとしても知られている。均一材料のLMに対しては、異方性の特
性は、必然的に、平面断面の外形によって決定される。それは、当該技術分野でよく知ら
れた技術を用いて、平面断面の形状から算出される。例えば、IxとIyは、式1と式2を用い
て算出できるが、ここでは、xとyはdAの異なる要素の座標であり、Aは平面断面の面積、x
とy軸は平面断面の重心で交差する。
【００６７】
　　　　　　Ix =∫y2dA　　　　［式1］
　　　　　　Iy =∫x2dA　　　　［式2］
【００６８】
　等方性断面二次モーメントを有するLMは、TBDPとTBPPにおける全方向の動きを助長する
が、それは、LMがTBDPにおいて湾曲する引く力や押す力を加えるために円周方向に向い合
って作動するLM（腹側と背側のLM）のみならず、作動するLMの間に配置されたLM、つまり
横のLMに関しても、すべての方向に湾曲し得ることを必要とするからである。等方性断面
二次モーメントを有するLMはこれらの横のLMの湾曲抵抗を低減するので、当該技術分野で
は好まれる。これとは逆に、発明者らは、異方性断面二次モーメントを有し、TBDPとTBPP
において横のLMを湾曲させるために大きい力を必要とするLMを、横のLMは湾曲の内側に位
置するLMに比べて大きい半径で湾曲するので、MTSが許容することを見出した。
【００６９】
　さらに、発明者らは、異方性断面二次モーメントを有するLMを用いた場合、TSRの軸回
転がTBDPへ同時に伝達されることを見出した。これは、等方性断面二次モーメントを有す
るLMが使用されると、動作がTBDPの先端に伝達される前に、バックラッシュや遊びとして
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も知られる回転遅れを生じるということがなくなるということである。例えば、機械的伝
動手段が円形の横断面輪郭を有する縦部材を備える場合、端部作動体のシャフトに対する
軸回転は、個々の縦部材の捩れになり、それは操縦可能器具の一端に加えられたトルクが
、円形輪郭縦部材によって吸収されるので、他端まで伝達されないことを意味する（図13
参照）。捩れの長さに反比例する反対の回転力が誘発される。20mmの可撓性先端部と400m
mのシャフト領域を有する操縦可能器具の場合、円形輪郭縦部材の45°の捩れは、420mmの
距離にわたって広がり、著しいバックラッシュ又は遊びを与える。外科医はその緩みが生
じる前に追加のトルクを与えなければならない。
【００７０】
　同じ機械的伝動システムに対して、異方性LMが使用されている場合には、異方性が捩じ
れに対する高抵抗を各LMに与えるので、個々のLMにおいて捩じれが減少する。この効果は
、各LMを拘束して軸回転を防止又は抑制する、以下に述べるLMガイドと組合わる時に、高
められる。従って、バックラッシュの量が減少する。
【００７１】
　好ましい観点において、複数のLMにおいて全てのLMが、MTSの架空チューブの縦軸に沿
って1つ以上の拘束点（又は領域）において、それぞれ軸方向に回転するように拘束され
ることが好ましい。
【００７２】
　好ましくは、少なくとも1つの拘束点がTBDP又はTSRに沿って存在することである。TSR
に沿って設けられた少なくとも1つの拘束点は、TSRの先端半分に、好ましくは、TSRの先
端に設けられるTSRの全長の25％又は10％に、場合によってはTSRの先端の終端に設けられ
てもよい。TSRに沿って備えられる拘束点は、TSRの先端半分に、好ましくは、TSRの先端
に設けられるTSRの全長の25％又は10％に、場合によってはTSRの先端の終端に限定されて
もよい。好ましくは、少なくとも2つの拘束点が存在し、少なくとも1つがTSRに設けられ
、少なくとも1、2、3又は4つがTBDPに沿って設けられる。
【００７３】
　好ましくは、少なくとも1つの拘束点がTBPP又はTSRに沿って存在することである。　
TSRに沿って設けられた少なくとも1つの拘束点は、TSRの基端半分に、好ましくは、TSRの
基端に設けられるTSRの全長の25％又は10％に、場合によってはTSRの基端の終端に設けら
れてもよい。TSRに沿って備えられる拘束点は、TSRの基端半分に、好ましくは、TSRの基
端に設けられるTSRの全長の25％又は10％に、場合によってはTSRの基端の終端に限定され
てもよい。好ましくは、少なくとも2つの拘束点が存在し、少なくとも1つがTSRに設けら
れ、少なくとも1，2，3又は4つがTBPPに沿って設けられる。
【００７４】
　少なくとも4つの拘束点が存在し、少なくとも1つがTBDPに沿って設けられ、少なくとも
1つがTSRの先端半分に、好ましくはTSRの先端に設けられるTSRの全長の25％又は10％に、
場合によってはTSRの先端の終端に、TSRに沿って設けられ、少なくとも1つがTBPPに沿っ
て設けられ、少なくとも1つがTSRの基端半分に、好ましくはTSRの基端に設けられるTSRの
全長の25％又は10％に、場合によってはTSRの基端の終端に、TSRに沿って設けられる。
【００７５】
　TBDP又はBDP（又はTBPP又はBPP）において、拘束点は分離している。分離ということは
、それが架空チューブの中心縦軸（A-A'）の方向に間隔を有して分離されていることを意
味する。分離した拘束点は、TBDP、BDP、TBPP（又は存在するBPP）における架空チューブ
の中心縦軸（A-A'）の方向に間隔を有して分離されている。
【００７６】
　TSR又はSRにおいて、拘束点は分離していてもよいし、していなくてもよい。分離して
いないとき、それらは、例えば、TSR又はSRの架空チューブの中心縦軸（A-A‘）の方向に
連続した縦の通路として設けられてもよい。
【００７７】
　前述の拘束は、LM固定要素によって与えられるどのような拘束効果とも異なっているこ
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とが認識される。LM固定要素はLMの位置を固定し、LMを互いに摺動させない（例えば図12
の先端LM固定要素113）。
【００７８】
　複数のLMのために、それはLMを各拘束点において互いに摺動可能にさせる。後述するよ
うに、拘束点はLMガイド特に、TBDP又はBDP（および存在するTBDP又はBDP）又はSR又はTS
Rにおける固定されたLMガイドによって与えられてもよい。
【００７９】
　他の観点であるが、拘束点は本質的に固定された相互回転配列にあってもよい。それら
は架空チューブに沿った、本質的に相互固定された軸回転配列にある。本質的に相互固定
せれた回転配列又は本質的に固定された相互軸回転配列によって、架空チューブに沿った
隣接する（近隣の）拘束点間の軸（A-A'）回転角が本質的に固定又は制限されることを意
味する。架空チューブに沿って縦に配置される複数の拘束点に対して、架空チューブの中
心縦軸（A-A'）に対するLMの半径角度は、作動又は非作動状態にある各拘束点において同
じ状態のままである。拘束点は、MTS又は操縦可能器具に作業負荷がかけられない時には
、本質的に固定された配列にあってもよい。
【００８０】
　この発明の1つの観点によれば、TBDPの先端の終端における分離した拘束点を横切る半
径方向の線が、TBDPの基端の終端又はTSRの先端における拘束点を横切る半径方向の線と
比較して、架空チューブの縦軸に沿って30度以下、好ましくは25度の偏向角、イプシロン
を示すように、拘束点は本質的に固定された相互回転配列にある（図23の1-A、1-E参照）
。半径方向の線は、架空チューブの中心縦軸（A-A'）から放射状に広がると共に、それの
中心縦軸と直交する。問題の拘束点（例えば、通路）に対して、交差点は、比較を容易に
するために同じになっている。
【００８１】
　この発明の1つの観点によれば、TBPPの先端の終端における分離した拘束点を横切る半
径方向の線が、TBPPの基端の終端又はTSRの基端における拘束点を横切る半径方向の線と
比較して、架空チューブの縦軸に沿って30度以下、好ましくは25度の偏向角、イプシロン
を示すように、拘束点は本質的に固定された相互回転配列にある。半径方向の線は、架空
チューブの中心縦軸（A-A'）から放射状に広がると共に、その中心縦軸と直交する。問題
の拘束点（例えば、通路）に対して、交差点は、比較を容易にするために同じになってい
る。
【００８２】
　他の観点によれば、分離した拘束点に交差する半径方向の線は、架空チューブの縦軸に
沿った隣接する（最も近隣の）分離した拘束点と比較して10度以下、好ましくは5度の偏
向角、イプシロンを示す。（図23のI-CとI-D参照）。半径方向の線は架空チューブの中心
縦軸（A-A’）から放射状に広がると共に、其の中心縦軸と直交する。隣接する拘束点（
例えば、通路）の間では、交差点は、比較を容易にするために同じになっている。その上
、TBDP又はBDP（およびTBPP又はBPP）における分離した拘束点は、架空チューブに沿って
相互に本質的に軸方向に回転するように固定されているので、それらはSR又はTSRにおけ
る拘束点に関しても、本質的に軸方向に回転するように固定されてもよい。
【００８３】
　TBDP又はBDP（およびTBPP又はBPP）における本質的に固定された相互回転配列は、例え
ば、隣接するLMガイド間の回転量を制限するLMの存在によって与えられてもよい。
【００８４】
　TBDP又はBDP（およびTBPP又はBPP）における本質的に固定された相互か移転配列は、例
えば、隣接する関節式につながられたLMガイド間の偏揺が後述するように制限又は阻止さ
れる場合に、関節式につながれたLMガイドによってあたえられてもよい。
【００８５】
　SR又はTSRにおける本質的に固定された相互回転配列は、例えば、隣接して固定されるL
Mガイドの偏揺が後述するように制限又は阻止される場合に、固定されたLMガイドによっ
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て与えられてもよい。
【００８６】
　TBDP又はBDP（およびTBPP又はBPP）における分離した拘束点は、本質的に固定された相
互回転配列されるので、バックラッシュの減少にさらに寄与することができる。
【００８７】
　DBPにおいて得られる継手の剛性は、LMの異方性断面二次モーメント（Iy）に大きく依
存する。弾性率、剪断弾性率、LMの数、LMのMTSの中心軸までの距離、LMの長さ、断面二
次極モーメントを含む他の要素が、その剛性に影響することが可能である。
【００８８】
　逆方向に働く力は、断面二次モーメント（I）に比例する。断面二次モーメントは、第3
の力に対するLMの平面断面の長辺の長さに関連する。これは、例えば長短辺を有する「I
」形の輪郭のLMを使用することがなぜ有利かという理由を説明している。平面断面の長辺
は、同じ断面積に対して、標準の丸い操縦ワイヤに比べて高い断面二次モーメントを生み
出す。我々はこれを「平定規」効果と呼ぶ。そのような平定規は、一方向には容易に曲げ
ることができる。しかし、他の方向には、それは非常に剛い。それが、このシステムにお
いて、軸回転変形を阻止し、バックラッシュを滅じる、後者の剛性である。
【００８９】
　LMの輪郭によれば、LMは拘束点において自由に回転できない。LMが通路の壁に接触する
と（例えば、図22B）、回転は阻止され、第2の効果によってZ-軸の回りにその帯材を捩る
という作用が生じる（図3参照）。その捩り定数（捩りに対する抵抗の基準）は、断面二
次極モーメントと呼ばれ、IxとIy（断面二次モーメント、湾曲に対する抵抗の基準）の合
計に等しい。X-方向のみにおいてLMがLMガイドの壁を打つときに生じる第3の効果がある
（図22A、例えば、LMが左へ動くと、LMはLMガイドの壁に接触する）。この状態は、LMの
厚さよりも十分に大きい半径方向の距離において、LMガイドは器具の外面の近くに配置さ
れるので、非常に早く遭遇される。LMガイドは最も湾曲抵抗（異方性断面二次モーメント
）が大きい側を超えて湾曲する（図14の110参照）。この効果に対する捩り定数は、器具
の半径（LMの中心の器具の中心軸までの距離）の2乗、Iyに依存し、LMの長さ（2つの拘束
点間の距離）の2乗に反比例する。拘束点間の距離は器具の半径に比べて同じオーダーで
あり、Iyが異方性により高く、半径が断面の寸法に比べて大きいので、この第3の効果は
非常に重要である。第3の効果は、第2の効果よりもはるかに大きいが、それはLMの異方性
の特徴の利点を説明する。
【００９０】
　300μmの厚さと530μmの幅を有する長方形の輪郭のLMは、例えば、直径437μmの丸ワイ
ヤの同じ断面積を有する。しかしながら、長方形の帯材の（器具の外周の平行な方向の）
長辺の断面二次モーメントは、丸ワイヤの断面二次モーメントの2倍であり、TBPPやBPPの
回転剛性が2倍に増大する。
【００９１】
 異方性断面二次モーメントが軸回転、従ってバックラッシュを減らすのみならず、LMBDP
（TBDPとBDP）内、又はLMBPP（TBPPとBPP）内のらせん運動学上チェーンの形成も減少さ
せる。らせん運動学上チェーンはLMBDP又はLMBPPにおいて望ましくない形態であるが、そ
こでは、関節式につながれたLMガイドは、相互に回転するように拘束されているにもかか
わらず、最も来たんのLMガイドが最も先端のLMガイドに比べて反った状態で中心線をはず
れた、機械的に固定した形態を取る（図21A、21B参照）。そのような固定した形態は、LM
ガイドがらせん軌道にならった運動学上のチェーンを構成するときに現われる（図21Aと2
1B参照）。
　一連の関節式につながれたLMガイドに基づく全方向器具はすべて、この減少の傾向があ
る。外科手術器具の場合、これは、シャフトと端部の可撓性先端部との間の回転に帰着す
る。外科手術において、反った状態の伝動によるこの損失は、きわめて望ましくない。こ
の発明の発明者らは、異方性断面二次モーメントを有するLMが、この固定した形態の形成
を避けることを見出した。その効果は、SR（TSR）とTBDP（BDP）とTBDPとBDPにおける拘
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束点が、本質的に固定された相互回転配列された時に、高くなる。
【００９２】
　湾曲したTBPP又はBPPの曲がり目の内側と外側におけるLMであって、力の伝動に携わる
主要なLMは、最もちいさな断面二次モーメントを有する軸上で湾曲する。側面に設けられ
た、又は横のLMであって、力の伝動に直接携わらないLMは、剛性のより高い軸上を湾曲し
なければならない（図12参照）。10mmの直径の場合、TBPP又はBPPは90°に屈曲し、内側
湾曲半径5mm、中央湾曲半径10mmである。従って、異方性LMの長辺上の好ましくない湾曲
は、湾曲半径を増大することによって補償可能である。
【００９３】
　MTSは架空チューブの周りにLMの配列を支持して維持するように構成された複数（例え
ば、2～30、3～20）のLMガイドを備えてもよい。特に複数のLMガイド多数の、好ましくは
すべてのLMを架空チューブ上の一定の円周位置に維持する。一定の円周位置に維持するこ
とは、架空チューブの中心長軸（A-A’）に対してLMのなす半径方向の角度が本質的に一
定となり、架空チューブの中心長軸（A-A’）からのLMの半径方向の距離が本質的に一定
になることを意味する。TMガイドは、作動および非作動状態において本質的に一定の円周
位地を維持するように構成される。
【００９４】
　特に、複数のLMガイドは、特にPBDP（とTBPP）において、又TSRにおいて、多数の、好
ましくは全てのLMを軸方向に回転するように拘束してもよい。LMを軸方向に回転可能に拘
束することは、LMの長軸の周りの回転が、例えば拘束点において拘束されることを意味す
る。LMガイドは作動又は非作動状態において、本質的に一定の軸回転角度を維持するよう
に構成される。軸回転角、ベータ（図22Aと図22B参照）は、例えば拘束点内でLMの平面断
面によって取られる角度を示している。平面断面は、典型的には、LMの縦の中心軸（Z）
に直交する横断面である（図22A、図22B参照）。軸回転角、ベータは、平面断面の重心で
直交する相互直交軸（x、y）のx軸に関し、その軸は平面断面に平行で、かつ、その上に
存在する平面を形成する。その重心は平面断面の、特に平面断面の外部輪郭の幾何学的中
心であると理解される。平面断面が本質的に長方形の輪郭を有するとき、xとy軸は長方形
の直線状の辺に平行に整列され、x軸は、x軸に関する断面二次モーメントが最大になるよ
うに整列される。平面断面が不規則な輪郭を有するときには、x軸は、断面二次モーメン
トがx軸に関して最大になるように整列される。ベータはx軸の角度における変化である（
例えば、x’は図22Bにおいてxと比較される）。本質的一定の軸回転角に対して、つまり
、LMが軸中心に回転するように拘束されるとき、ベータは、典型的には±45度の間で偏向
する。
【００９５】
　BDP／TBDP（及びBPP／TBPP）におけるLMガイドは、LMを軸に沿って回転するように拘束
するために、また、架空チューブ上の本質的に一定の円周上の位置にLMをさらに推持する
ために、LM用の前述の分離した拘束点を備え、LMは各分離した拘束点に関して縦方向に摺
動可能である。複数のLMのために、それはLMが分離した拘束点の各々において互いに対し
て摺動できるようにする。
【００９６】
　同様に、シャフト領域又はTSRにおけるLMガイドは、LMを軸に沿って回転するように拘
束するために、また、架空チューブ上の本質的に一定の円周上の位置にLMをさらに維持す
るために、LM用の前述の分離した拘束点を備え、LMは各分離した拘束点に関して縦方向に
摺動可能である。複数のLMのために、それはLMが分離した拘束点の各々において互いに対
して摺動できるようにする。
【００９７】
　いくつかのLMガイド（ここでは「関節式につながれたガイド」）は、互いに関節式につ
ながれ、とくに互いに枢着されてもよく、それによってリスト継手と同様に、LMの湾曲を
支持する。関節式につながれたLMガイドは、操縦可能器具のBDPとBPPに対応してTBDPとTB
PPに設けられてもよい。関節式につながれたLMガイドは、片側又は両側で関節式につなが
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れてもよい。
【００９８】
　1つ以上のLMガイド（ここでは「固定LMガイド」）は、互いに対して回転するように固
定されてもよく、それによって、LMの固定された（湾曲しない）進路を維持する。それら
はTBDPの可撓性に比べて、TSRの可撓性を減らすように、互いに対して回転するように固
定されてもよい。回転するように固定することは、3つの軸（例えば、ローリング、ピッ
チング、ヨーイング）のいずれにおいても相互の回転を阻止する。固定LMガイドが操縦可
能器具のSRに対応してTSRに設けられ、本質的に剛性又は半剛性のTSRを生み出してもよい
。
【００９９】
　上述のように、TSRは、剛性の、又は半剛性の外側チューブ又は外部チューブと協同す
るときには、剛性又は半剛性になることができる。つまり、TSRは可撓性である。剛性の
、又は半剛性のチューブに挿入することによるか、又はTSRの回りに剛性の、又は半剛性
のチューブを装着することによって、剛性を与えることができる。従って、関節式につな
がれたLMガイドは、操縦可能器具のSRに対応して、TSR内に設けることができる。
【０１００】
　LMガイドは、先端側と基端側、および先端側と基端側を接続する外側エッジ又は表面を
有する本体を備える。
【０１０１】
　関節式につながれたLMガイドにおいて、本体は、例えば図18に示すように、実質的にデ
ィスク形状であることが好ましい。そのディスクは先端側にソケットを、基端側に隣接す
るLMガイドとかみ合うための突起（例えば、ボール）を備えてもよい。従って、隣接する
関節式につながれたLMガイドは相互枢着するためのボールとソケットを形成する。外科手
術器具のような器具のための一般的なガイダンスとしては、ディスクは、0.1cm、0.2cm、
0.3cm、0.4cm、0.5cm、0.6cm、0.8cm、1cm、1.2cm、1.4cm、1.6cm、1.8cm、2cm又はこれ
らの値のいずれか2つの間の値、好ましくは、0.2cmと1.6cmの間の値の直径を有すること
ができる。突起を含まないディスクは、0.02cm、0.15cm、0.2cm、0.4cm、又はこれからの
値のいずれか2つの間の値、好ましくは、0.1cmと0.2cmの間の厚さを有することができる
。
【０１０２】
　固定されたLMガイドにおいて、本体は好ましくは実質的に円筒形で、円筒の両端が先端
側と基端側である。外科手術器具のような器具に対する一般的なガイダンスとしては、円
筒は、0.1cm、0.2cm、0.3cm、0.4cm、0.5cm、0.6cm、0.8cm、1cm、1.2cm、1.4cm、1.6cm
、1.8cm、2cm、それ以上、又は、これらの値のいずれか2つの間の値、好ましくは0.2cmと
1.6cmの間の値の直径を有することができる。関節式につながれたLMガイドと固定LMガイ
ドの直径は同じであってよい。
【０１０３】
　円筒の長さは、例えば、0.5cm、0.6cm、0.8cm、1cm、2cm、3cm、それ以上、又は、これ
らの値のいずれか2つの間の値、好ましくは、1cmと3cmとの間の値であってもよい。複数
の前後に並んで配置された固定LMが存在することが好ましいが、操縦可能器具のSRに対応
して、単一の長い固定LMガイドがTSRに設けられることは、この発明の範囲内である。
【０１０４】
　LMガイドの本体は、それが関節式につながれたLMガイド、又は固定ガイドのいずれのも
のであっても、複数の要素を組合わせことを避けるために、例えば一体ものとして成型加
工又は機械加工で作られた一品素子であることが好ましい。
【０１０５】
　その本体は、2以上、例えば、2、3、4、5の通路の配列を備える。通路の数は、器具の
サイズに依存することができる。18～40又はそれ以上の通路が予見される。通路は関節式
につながれたLMガイドの本体に中空の空間を備える。通路は、本体の先端側から基端側へ
通じる。通路は好ましくは、LMガイドの中心軸に平行な、本体の先端側から基端側への中
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心軸を有する。1つの通路は、1、2、又はそれ以上のLMを、好ましくは唯一のLMを収容す
ることができる。通路は拘束点として働く。通路は、LMを拘束する、とくに、本体の中心
軸に対する半径方向の動きを阻止する寸法に作られている。通路は、LMを拘束する、とく
に、軸回転、つまりLMの中心（Z）軸の周りの回転を阻止する寸法に作られている。各通
路はさらに、架空チューブ上の本質的に一定の円周位置にLMを維持するように構成されて
いる。通路は、LMの通路を介しての縦方向の摺動動作を助長する寸法に作られている。通
路は、架空チューブの周りに配置されてもよい。その架空チューブは、MTSの架空チュー
ブに対応する。通路は互いに間隔を置いて分離される。通路は、収容されるLMの輪郭を補
足する横断輪郭を備えることができる。横断輪郭は通路の中心軸に直交する。例えば、LM
が長方形の輪郭を有する場合、通路は長方形の輪郭を備えることができる。通路の輪郭は
LMの輪郭を正確に反映する必要はなく、例えば、競走用トラックのLMの輪郭が長方形の通
路によって閉じ込められてもよい。
【０１０６】
　複数のLMガイドは前後に並んで配置される、つまり、1つのLMガイドの先端側が隣接す
るLMガイドの基端側に対面する。前後に並んで配置された、関節式につながれたLMガイド
の例が、図20に示されている。関節式につながれたLMガイドの前後に並ぶ配置は、MTSの
架空チューブの縦軸に沿った多数の分離した拘束位置において、LMを拘束するために働く
。2以上(例えば、3，4，5，6，7，8，9，10又はそれ以上)の分離した拘束点を与える2以
上（例えば、3，4，5，6，7，8，9，10又はそれ以上）の前後に並ぶように配置された、
関節式につながれたLMガイドあってもよい。好ましくは、7以上の分離した拘束点を与え
る7以上の前後に並ぶように配置された、関節式につながれたLMガイドがあることである
。
【０１０７】
　複数の関節式につながれたLMガイドは、互いに（対になって）関節式につながれている
。好ましくは、複数の関節式につながれたLMガイドは互いに（対になって）接触する。隣
接する関節式につながれたLMガイドの相対的回転（つまり、隣接する関節式につながれた
LMガイド間の偏揺又は軸回転）が阻止又は制限されることが好ましい。偏揺の阻止又は制
限することが、分離した拘束点を架空チューブに沿った本質的に固定された相互回転整列
にさせる。1つの観点によれば、1つの関節式につながれるLMガイドの分離した拘束点（例
えば、通路）に交差する半径方向の線は、隣接する関節式につながるLMガイドのそれに比
べて、10度以下、好ましくは5度の偏向角、イプシロンを示す（図23参照）。半径方向の
線は架空チューブの中心縦軸（A-A'）から出て、それに直交する。隣接するLMガイド間で
は、分離した拘束点（例えば、通路）についての交差点は比較を容易にするため同じにし
ている。
【０１０８】
　好ましくは、関節式につながれるLMガイドは、隣接する（隣り合う）LMガイドにボール
・ソケット型継手のような旋回継手を用いて接触する。一対の関節式につながれたLMガイ
ドに対して1つのボール・ソケット型継手が存在してもよい。旋回継手は、関節式につな
がれたLMガイドを、隣接する関節式につながれたLMガイドに対して旋回させる。旋回継手
は、隣接する関節式につながれたLMガイドに対して2つの動きの自由度、つまりロールと
ピッチを許すことができる。旋回継手は、隣接する関節式につながれたLMガイドのいくつ
かの相対回転（つまり、隣接する関節式につながれたLMガイド間の偏揺や軸回転）を許す
ことができる。偏揺の阻止や制限は好ましいが、すでに述べたように、異方性断面二次モ
ーメントを有するLMの使用によって回転の遊びが阻止されるという観点から見ると、必ず
しも必要ではない。しかしながら、それもまた、この発明の範囲内にある。旋回継手が、
隣接する関節式につながれたLMガイドの相対的回転（つまり隣接する関節式につながれた
LMガイド間の偏揺や軸回転）を許さないということは好ましい。偏揺の阻止や制限は、例
えば、隣接する関節式につながれたLMガイドの本体に設けられたが凹部によって受入れら
れる、1つの関節式につながれたLMガイドの本体に設けられた突起である回転リミッタを
用いることによって達成できる、つまり連結によって、1つのLMガイドの、隣接LMガイド
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に対する軸回転を阻止する。
【０１０９】
　複数の固定LMガイドは互いに（対で）固定関係にある。それらは、固定された回転関係
にあることが好ましい。それらは、固定された距離関係にあることが好ましい。好ましい
ことに、複数の固定LMガイドは互いに（対で）接触している。複数の固定LMガイドは、TB
DPの可撓性に比較して、TSRの可撓性を低減するように構成される。
【０１１０】
　隣接する関節式につながれるLMガイドに対して、隣接する固定LMガイドの相対的回転（
つまり、隣接する固定LMガイド間の偏揺や軸回転）は阻止される。偏揺の阻止によって、
分離した拘束点が、架空チューブに沿った本質的に固定される相互回転配列になることが
できる。
【０１１１】
　複数のLMガイドは、円形に配置された通路が一列になるように前後に並んで配置される
ので、各々が1つの（場合によっては2つ以上の）LMを受入れることができる。
【０１１２】
　好ましくは、関節式につながれたLMガイドは、実質的にディスク形であり10～20の通路
を備え、各通路は唯一のLMを収容するように構成され、各通路は長方形の輪郭を備え、長
方形の長辺がLMガイドの中心軸に向い合うように方向付けられ、通路は架空円の周りに配
置される。
【０１１３】
　好ましくは、固定LMガイドは、実質的に円筒形であり、10～20の通路を備え、各通路は
唯一のLMを収容するように構成され、各通路は長方形の輪郭を備え、長方形の長辺がLMガ
イドの中心軸へ向い合うように方向付けられ、通路は架空円の周りに配置される。
【０１１４】
  各通路はLMを拘束して、軸回転を低減又は阻止し、LMガイドの中心軸（A-A’）に対し
て半径方向の位置を維持するように構成される。
【０１１５】
　MTSは、端部作動体を備え、その端部作動体がLMBDPに対して回転するように固定され、
　LMBDPが湾曲姿勢にあるときにLMBPPの補足的回転により端部作動体が回転可能であるよ
うに構成されてもよい。従って、操縦可能器具は、端部作動体がBDPに対して回転するよ
うに固定され、BDPが湾曲姿勢にあるときにBPPの補足的回転により端部作動体が回転可能
であるように構成されてもよい。回転するように固定される作動体端部は、LMBPP又はBDP
の先への恒久的な接合によって、例えば溶接又は接着によって実現できるか、その場合端
部作動体は、正しい位置に固定されるときに、回転するように固定される。
【０１１６】
　以下の説明において、この発明の特定の実施形態を示す図面が引用されるが、それらの
図面はこの発明を全く限定するものではない。当業者であれば、その通常の技量により、
装置を改造し、構成要素および機能を置換できることは、理解される。
【０１１７】
　図1は、基端20及び先端40と、中心縦軸A-A’とを有する本発明の機械的伝動システム（
MTS）100を、分解して示す。MTS100は、円筒形の縦長の架空チューブ120の周りに縦方向
に配列され等間隔に分散された複数の（つまり4つの）縦長部材（LMs）110を備える。MTS
100は、伝動可撓性先端部（TBDP）130と、操縦可能器具のシャフト領域において本質的に
剛性又は半剛性を有するか、又は外側チューブと協同して操縦可能器具のシャフト領域に
おいて剛性又は半剛性を維持する伝動シャフト領域（TSR）132とを備える。
【０１１８】
　図2は、TBDP130が湾曲し、TSR132が同じ直線形態のままである図1のMTS100を示す。
【０１１９】
　図3は、図1の位置112におけるLM110の平面横断面である平面断面114上の2つの交差軸11
6（x軸）、118（y軸）を示し、その断面は「I」形の輪郭を有する。それらの軸は、平面
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横断面114の輪郭（外形）の重心である点111で交差している。軸116、118は互いに直交し
ている。LMがその周りにより高い断面二次モーメントを有する軸116（x軸116）は、軸116
がMTSの中心軸（A-A’）へ本質的に半径方向に向くように方向付けられる。x軸116とy軸1
18の両方に直交するz軸もまた示されている。
【０１２０】
　図4は、基端および先端20,40と、伝動可撓性先端部（TBDP）130と、伝動シャフト領域
（TSR）132と、伝動可撓性基端部（TBPP）134とを備える本発明のMTS100の外観を示す。
伝動シャフト領域（TSR）132は、複数の固定されたLMガイド305, 350', 350"を備え、各L
MガイドはLMの軸回転用の拘束点を備え、各LMは各LMガイド305, 350', 350"に対して縦方
向に摺動可能である。TBDP130とTBPP134は、関節式につながれた複数のLMガイド305, 350
', 350", 305a, 350a', 350a"を備え、各LMガイドは、LMの分離した軸回転拘束点を備え
、各LMは各LMガイド305, 350', 350" , 305a, 350a', 350a"に対して縦方向に摺動可能で
ある。
【０１２１】
　図5は図4のMTS100を示し、図5では、TBPP134が湾曲するように作動され、その動きがMT
SによってTSR132に沿ってTBDP130に伝達され、TBDP130がそれに応答して湾曲している。
【０１２２】
　図6は、LMの半円形の横断面（つまり平面断面114）と、その周りの断面二次モーメント
が測定される交差したxおよびy軸とを示し、それらの軸は、断面の重心である点111で交
わる。式1と式2により算出される比は、Ix/Iy = 3.57である。
【０１２３】
　図7は、LMの長方形の横断面（つまり平面断面114）と、その周りの断面二次モーメント
が測定される交差したxおよびy軸とを示し、それらの軸は、断面の重心である点111で交
わる。式1と式2により算出される比は、Ix/Iy = 4である。
【０１２４】
　図8は、LMの「I」形の横断面（つまり平面断面114）と、その周りの断面二次モーメン
トが測定される交差したxおよびy軸とを示し、それらの軸は、断面の重心である点111で
交わる。式1と式2により算出される比は、Ix/Iy = 9.2である。
【０１２５】
　図9は、LMの丸み角付き長方形の横断面（つまり平面断面114）と、その周りの断面二次
モーメントが測定される交差したxおよびy軸とを示し、それらの軸は、断面の重心である
点111で交わる。式1と式2により算出される比は、Ix/Iy = 4である。
【０１２６】
　図10は、LMの競走用トラック形の横断面（つまり平面断面114）と、その周りの断面二
次モーメントが測定される交差したxおよびy軸とを示し、それらの軸は、断面の重心であ
る点111で交わる。式1と式2により算出される比は、Ix/Iy = 4である。
【０１２７】
　図11は、本発明ではない機械的伝動手段50の側面図を示し、機械的伝動手段50は基端20
と先端40とを有し、先端で先端縦部材固定要素55に接続される縦部材52,52',52"を用いて
形成されている。伝動シャフト領域は、固定された縦部材ガイド64を備える。縦部材52,5
2',52"の横断面は、それぞれ、円形平面断面56,56',56"で示される。縦部材52,52',52"の
各湾曲は、特に、湾曲動作を行わせる縦部材52',52"から離れたこれらの縦部材、例えば5
2に関して、等方性断面二次モーメントを有する円形輪郭の縦部材によって明らかに助長
される。従って、全ての縦部材52,52',52"は、各縦部材、例えば52,52',52"は異なる相対
方向に湾曲するけれども、等しい抵抗で湾曲する（方位印60,60',60"に対する矢印58,58'
,58"の方向を参照）。
【０１２８】
　図12は、本発明のMTS100の側面図を示し、MTS100は基端20と先端40とを有し、先端で先
端LM固定要素113に接続されるLM110,110',110"を用いて形成されている。伝動シャフト領
域（TSR）は、固定されたLMガイド350を備える。LM110,110',110"の平面断面114,114',11
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4"は、「I」形の輪郭で示される。LM110,110',110"の各々の湾曲は、特に、湾曲動作を行
わせる縦部材110',110"から離れたこれらのLM、例えば110に関して、異方性断面二次モー
メントを有する平面断面を備えた「I」形輪郭のLMによって驚くほど妨げられない。従っ
て、各縦部材、例えば110,110',110"は相対的に異なる方向（矢印158,158',158"方向参照
）に湾曲し、離れた縦部材、例えば110はより大きい断面二次モーメントを有する方向に
湾曲するけれども、全ての縦部材110,110',110"は、ゆがみや捩じれなしに湾曲する。
【０１２９】
　図13は、本発明ではない図11の機械的伝動手段50の概略図であり、図13はトルク62がシ
ャフト領域66に加えられた時の、先端湾曲可能部64における縦部材52,52',52"の捩じれを
示す。各縦部材52,52',52"は、円形輪郭、従って、等方性断面二次モーメントを有する。
それ故、円形縦部材の使用は、シャフト領域66を介して湾曲可能先端部64へトルク伝達す
る際に、バックラッシュを招く。
【０１３０】
　図14は、本発明の図12のMTS100の概略図であり、図14はトルク162がTRS132に加えられ
た時の、伝動可撓性先端部（TBDP）130におけるLM110,110',110"の捩じれが著しく少ない
ことを示す。各縦部材110,110',110"は、「I」形平面断面、従って、異方性断面二次モー
メントを有する。それ故、「I」輪郭LMの使用は、LMシャフト領域132を介してTBDP130へ
トルク伝達する際に、バックラッシュを低減又は除去する。
【０１３１】
　図15は、分離した単一のLM110を示す本発明の図14のMTS100の概略図である。同図は、L
M110への力（164）の印加と、異方性断面2次モーメントに起因する湾曲に対する抵抗を示
す。
【０１３２】
　図16は、TBDP130においてMTS100に設けられた前方LM110"、後方LM110'及び側方LM110の
異なる湾曲半径を示す。湾曲の内側に位置する
前方LM110"の湾曲半径117aは、側方LM110の湾曲半径117bに比べて小さく、側方LM110は、
LM110の異方性断面二次モーメントのために曲げ方向においてより大きい剛性を有する。
【０１３３】
　図17は、ディスク形のLMガイド300の平面図である。LMガイド300は、架空チューブ320
の周りに配置された4つの分離通路310を備えた本体302を有する。架空チューブ320は図1
の架空チューブ120に対応する。各通路310はLM110を拘束する。各通路は分離した拘束点
とみなされる。
【０１３４】
　図18は、先端側40と基端側20とを有しディスク形の関節式につながれたLMガイド305で
あるLMガイド300の側面図である。関節式につながれたLMガイド300は本体302を有し、本
体302は先端側40に、ピボット継手を形成する一対の構成要素の一方の要素、つまりボー
ル・ソケット継手のボールに類似したドーム形突出部330を備える。本体302はさらに、基
端側20に、ピボット継手を形成する一対の構成要素の他の要素、つまりボール・ソケット
継手のソケットに類似した凹部340を備える。さらに、ドーム形突起330に固定された一対
の回転リッミッター（332, 332'）が示され、その回転リッミッターはドーム形突起330か
ら放射状に突出している。これらは、隣接する関節式につながれたLMガイド（図示しない
）の凹部340に接続された一対の溝340,340'に結合し、隣接する関節式につながれたLMガ
イドの相互軸回転を防止する。隣接する関節式につながれたLMガイドの各々は、分離した
拘束点（つまり、通路）を備え、対の回転リッミッターは、架空チューブに沿って、分離
拘束点の本質的に固定された相互回転配列を与える。
　図19は、本発明のMTSを組み込んだ操縦可能器具500を示す。操縦可能器具500は、基端2
0と先端40を有する。先端40は、グリッパーである端部作動体（540）を備え、基端20は、
そのチューブを操縦してグッリパーを制御するハンドル550を備える。また、可撓性先端
部（BDP）530と、シャフト領域（SR）532と、可撓性基端部（BPP）534が示されている。
【０１３５】
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　図20は、基端20と先端40とを有し、架空チューブの周りに配列された4つのLM110を備え
、各々が一列に並べられた複数の通路（channels）を備える複数の関節式につながれたLM
ガイド305, 305', 305" によってTBDP130に正しく維持された、本発明のMTS100の概略図
である。ピボット継手の補完対の要素の1つ（ドーム形突出部330）が、最も先端のLMガイ
ド300" に示されている。TSR132は、TSR132においてLM110の位置を維持する複数の前後に
並ぶ固定LMガイド305, 305', 305"を備える。
【０１３６】
　図21Aは、基端20と先端40を有する、本発明でない機械的伝導手段50の可撓性先端部を
示す。機械的伝導手段50は、各々が等方性断面2次モーメントを有する円形輪郭の縦部材5
2, 52' 52" を備え、縦部材52, 52' 52"は、複数の関節式につながれた縦部材ガイド54, 
54' 54" によって、放射状の円周位置に拘束されている。関節式につながれた隣接する縦
部材ガイド54, 54' 54"は、各縦部材ガイド54, 54' 54"上の回転リッミッター（図示しな
い）の存在によって、相互の軸回転が阻止れる。
【０１３７】
　図21Bは、本発明でない図21Aの機械的伝導手段50の可撓性先端部を示し、その可撓性先
端部は望ましくない運動学上の堅固ならせんチェーン状態に陥ってしまっており、それに
よって、基端20における円形輪郭の縦部材
52, 52' 52"が、回転リミッターの存在にもかかわらず先端40に対して捩じられている。
【０１３８】
　図22は、LMガイドの通路310又は310'の中に存在する縦部材110a,110bの2つの典型的な
向きを示し、1つの縦部材110bの平面断面114のx軸は、縦部材110bがLMガイド通路310'に
よって拘束される時、中心軸（A-A'）と平面断面114の重心111との間に引かれた仮想線11
5から角度アルファだけ逸れることが示されている。他方の縦部材110aは、LMガイド通路3
10によって拘束される時、そのように逸れることはない、つまり、アルファはゼロである
。
【０１３９】
　図22Aと図22Bは、LM110の軸回転角の変化である角度ベータを示す。図22Aは、軸（x）
の始動方位を示し、図22Bは、通路310内の回転限度の1つにおける軸（x'）を示す。LM110
の軸回転角は本質的に一定であるため、つまり、LMは分離した拘束点において軸回転が拘
束されるため、角度ベータは、或る限界の間で偏向する。
【０１４０】
　図23のIとIIは、複数の関節式につながれたLMガイド（305B～E）を備えるTBDP（130）
と、架空チューブの中心軸（A-A'）と、固定されたLMガイド（305A）を備えるTSR（132）
を示す。Iでは、TBDP（130）はまっすぐ（非作動中）であり、IIでは、TDBP（130）は湾
曲している（作動中である）。図23YとXは、偏向角イプシロンを示す分離LMガイドの概略
平面図を表す。図23Xは、架空チューブの中心縦軸（A-A'）から突出し通路310Xを横切る1
つのLMガイド（305X）の半径方向の線（312X）を示し、図23Yは、通路310Yを横切る他のL
Mガイド（305Y）の半径方向の線（312Y）を示す。XとYは、その間でイプシロンが測定さ
れるLMガイドを示す。例えば、イプシロンが隣接する関節式につながれた2つのLMガイド
の間の偏向角の測定値である場合には、XはI-Cであり、YはI-Dである。イプシロンがTBDP
（130）において、最も基端の関節式につながれたLMガイドと、最も先端の関節式につな
がれたLMガイドとの間の偏向角の測定値である場合には、XはI-Bであり、YはI-Eである。
イプシロンがTSR（132）の固定LMガイドと、最も先端の関節式につながれたLMガイドとの
間の偏向角の測定値である場合には、XはI-Aであり、YはI-Eである。
【０１４１】
　これらの各LMガイドの半径方向の線（312Xと312Y）の間の角度差、偏向角が、イプシロ
ンとして示される。図23のI-A～I-Eは、図23の分離したLMガイドの概略平面図であり、こ
れらの図は、TDBP（130）がまっすぐの時（非作動時）において、隣接するLMガイド間に
偏向がない（イプシロンがゼロ）ことを示している。図23のII-A～II-Eは、図23-IIの分
離したLMガイドの概略平面図であり、これらの図は、TDBP（130）の湾曲時（作動時）に
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おいて、隣接するLMガイド間に偏向がない（イプシロンがゼロ）ことを示している。
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